
  
  気候変動と世界の食料安全保障

  誌名 環境科学会誌 = Environmental science
ISSN 09150048
著者名 小泉,達治

金丸,秀樹
発行元 環境科学会
巻/号 25巻6号
巻号補足
掲載ページ p. 487-492
発行年月 2012年11月

    
農林水産省 農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター
Tsukuba Business-Academia Cooperation Support Center, Agriculture, Forestry and Fisheries Research Council
Secretariat

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)



環境科学会誌25(6) : 487-492 (2012) 487 

特 集 気候変動と世界の食料安全保障

小泉達治T・金丸秀樹

はじめに

人類の活動によって生じる大気中の温室効果ガ

スの濃度上昇は気候システム全体に変化を及ぼし，

気温上昇だけでなく海面上昇，降水量や降水地域の

変化，熱波や豪雨といった極端な気象現象の変化等

を引き起こしていると考えられる。農業のように自

然を対象とした産業は，気候変動により大きな影響

を受け，極めて脆弱な部門であると考えられる。気

候変動は多くの食料生産システムの生産性を低下

させ，食料安全保障がすでに脅かされている現在の

状態をさらに悪化させることが国際社会で懸念さ

れている。なお，本稿で使用する「食料安全保障」

(Food Security) とは，食料の供給・備蓄，入手・

アクセス，安定性，栄養面や保険衛生面における摂

取・利用の確保を意味する国際的な概念注lであり，

日本の概念注2とは異なる点に注意が必要で、ある。

こうした状況において， I世界食料安全保障委
員会J(CFS; Committee on World Food Security) 

の下に設置された「食料安全保障及び栄養に関す

るハイレベル専門家パネルJ(the High-Level Panel 

of Experts on Food Security and Nutrition: HLPE) 

は2012年 6月に CFSへの報告書として IFood

security and climate change -A report by HLPEJ 
(FAO 2012a) 2) (以下， CFS一CCレポート)を発表

し気候変動と食料安全保障との関係について多く

の諜題を国際社会に提起した。また， FAOで現在

実施されている「気候変動下での食料安全保障事

業Jは，これまでの農業開発の事業にはない多くの
新規性を有している。本稿では，まず気候変動と農

業について論点を整理した上で， CFS一CCレポー

トと FAOの新たな取組みについて紹介することに

より，今後の気候変動と世界の食料安全保障の問題

について考察することを目的としている。なお，本

稿の見解は筆者ら個人のものであり，必ずしも筆者

らが属している組織の公式見解ではないことを付

け加えさせていただく。

Climate Change孟ndWorld Food Security 
FAO・国連食糧農業機関
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気候変動と農業

IPCC (気候変動に関する政府間パネル)第4次

評価報告書は，大気中の温室効果ガス濃度は今後数

十年間増加し続けるであろうと述べ， 1980 ~ 1999 

年を基準とした2090~ 2099年の気温は1.1~ 6.40C 

の範囲で上昇することが予測されている九気候変

動への対策には2つある。 1つは温室効果ガスの排

出削減や吸収源の増加等によって気候変動白体を

抑える「緩和策」。もう 1つは進行中の気候変動に

対処するための[適応策」である。

世界全体の温室効果ガス排出量をセクター別に

見ると，農林水産業からの排出量は全体の3分の 1

以上に及ぶことが分かる。農業活動に伴う二酸化炭

素排出が数%，一酸化二窒素とメタンが 14%，森

林減少による二酸化炭素排出が 17%である。一酸

化二窒素の主な排出源は窒素肥料や家畜の排世物

で，メタンは午等のゲップや家畜の排池物，水田等

である。自然界や人類への影響を最小限にするため

には， 2050年までに 50~ 80%の大幅な温室効果ガ

スの排出量削減が必要とされ，その達成には農業，

森林での緩和策が不可欠である。農業分野からの緩

和策に必要な技術はすでに確立されているものが

多く，多額の投資を必要とせずに排出を削減できる

可能性が高い。具体的には，有機土壌の回復による

二酸化炭素貯留，水田の水管理，家畜の排i世物管理

や飼料改善等の方策が考えられる。

農業は気候変動の一因である一方で，気候変動か

ら受ける影響が最も大きい部門でもある。気候変動

による農業生産の将来変化を予測するのは難しい

が，一般的に気温の上昇は高緯度地域での穀物収量

増，低緯度地域での収量減をもたらし，さらに上昇

幅が3
0

Cを超える場合， どの地域でもマイナスにな

る6Lただし，二酸化炭素には施肥効果もあり，稲
や小麦の収量には好影響があり得る等，さまざまな

要素を考慮しなければならない。降水と淡水資源の

変化も重要である。 i墓i低水の需要は増えていくこと
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が予想されており，十分な水が確保できるかが農業

生産量を大きく左右する。また，平均の生産量の水

準だけでなく，年ごとのばらつきの変化も注意を要

する。不作の頻度が増えるならば，その対応も必要

となる。

気候変動が世界の農業生産に与える影響につい

てのこれまでの主な研究及び報告書には以下のよ

うなものがある。 Parryet.al (1999) 9)は三酸化炭

素濃度倍増時の収量変動を予測した。また Fischer

et.al (2002) 1)は2080年にかけての世界各地の穀

物生産量の変化を予測した。 IPCC(2007b) 6)は今

後の世界平均気温の上昇による農業等への地域別

影響評価をとりまとめた。 Nelsonet.al (2010) 7)は

2050年における気候変動がトウモロコシ，米，小

麦の世界各国における単収に与える影響予測を

行った。また， Rosenzweig and Wilbanks (2010) 10) 

は統合モデルを活用して将来の気候変動による適

応策及び脆弱性の評価を行った。気候変動が世界の

食料安全保障に与える影響については， Hert巴1and 

Rosch (2010) 4)が一般均衡経済モデルを用いて気候

変動が農業・貧困に与える影響分析を行った。

森林については温暖化によって世界全体の生産

性は上がるが，暴風雨，病虫害，干ばつ，山火事等

の影響も考慮しなければならない。世界的に食肉・

乳製品の需要の増大が見込まれる中，畜産分野では

飼キ斗作物の生産量変化，牧草地の質の低下が懸念さ

れる。熱や水のストレスによる家畜生産性の低下や

受胎率への影響もある。

日本の農業へも影響がある。米の収量は2t程度
の気温上昇で最も多くなるが， 3

0

C付近になると現

状より減ってしまうというモデル結果がある。栽培

適地の変化や収量のばらつきが増長する可能性も

ある。また果樹は，ほかの作物と比べても影響が現

れやすい。リンゴの色づきが悪くなったり，ナシの

果肉の質が落ちたりする。気温上昇が進めば，ウン

シュウミカンの栽培適地は内陸部や北部に移動す

るであろう。果樹は長期間にわたって収穫を続ける

ものであるため，気候変動への適応が難しく，早期

に手を打つ必要がある。

2050年には世界人口が90億人を超えると見込ま

れ，農業生産は今後40年間に60%以上増産の必要

があるものと試算される。また，急速な人口の伸び

が予測されている地域の多くは農業に依存した経

済である。一方，世界では約8.7億人が慢性的に栄

養不良に苦しんでおり (2010-12年)，このうち 8.5

億人が開発途上国に住んでいる。世界中で飢餓に苦

しむ人々の割合は， 1990 -92年の 18.6%から 2007

09年の 12.9%と大幅に減少したが， 2010 -12 

年は 12.5%となっており， 2007 -09年以降，飢餓

人口比率の減少速度は鈍化している 3)。気候変動に

よって2080年までにアフリカの75%の人々が飢餓

のリスクにさらされるという予測もあるべ農業が

気候変動に適応できるか否かは，人類の未来を直接

左右するきわめて重要な課題である。しかしポス

ト京都議定書等の国際交渉の場における議論の多

くは，排出削減を中心とした緩和策に費やされてい

る。過去20年の排出実績を鑑みるに，今後どのよ

うな緩和策が講じられでも，気温上昇幅を 2
0

C以下

に抑制するという国際社会の目標は達成が難しそ

うである。さらに，気候変動に対する農業の脆弱性

を考えれば，緩和策だけでなく同時に適応策を講じ

ていく必要があることは明らかである。

世界には4億5千万の小規模農場と農民が生計を

立てている。とりわけアフリカ(特にサハラ以南)，

小さな島国，メガデルタ地域の農家の適応は難し

い。多くが小規模農家である上に，農地適性が低

く，農業技術も進んでいない等様々なハンデイがあ

る。これらの地域の農業からの温室効果ガス排出は

世界全体の排出量から見ればごく僅かで、あるが，気

候変動によって真っ先に深刻な影響を受けるのは

こうした飢餓人口の多い低緯度の貧しい農民であ

る。現在でさえ自然の気象変動への適応に苦労して

いる農家が自力で将来の気候変動に適応していく

のは容易ではない。このため，先進国による技術支

援と資金援助が必要である。

農家レベルで対応できる適応策としては，播種目

の調整や品種の変更，肥料の使用方法の改善等があ

るが，その地域・土地の固有の条件に合った対策で

なければ効果はない。また品種改良のように時間を

要する適応策もある。水資源への対策もますます重

要になる。雨水の有効活用や水の貯蔵・節約，条件

によっては海水の淡水化も有用だろう。荒廃した

土地への植林といった地道な取り組みも必要で、あ

る。気候変動が農産物の収量にもたらす影響の予測

には不確実性が伴うのは事実だ。しかしまさに今

起こりつつある気候変動と食料問題の喫緊性を考

えれば不確実性を理由に適応策を遅らせることが

あってはならない。セクタ一間を超えた協力を可能

にするような包括的な気候変動影響評価を根拠と

した適応策を早急に始める必要がある。

農業セクターの適応策の特徴は，緩和策と両立し

得る点にある。例えば，林業と農業を組み合わせた

「アグロフォレストリー」は土壌流出，気温・降水

量のばらつきへの適応策として有効だけでなく，土

壌の炭素固定量を増加させる効果がある。 FAOの

支援のもとでコロンビア，コスタリカ，ニカラグア
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で導入された際には，土壌の炭素固定量が71%増

加した。同時に生産量が増え農家の収入増にもつな

がったり，土壌流出を減らし，極端な気象現象への

耐性を高める等多くわプラスの効果があり，プロ

ジェクト終了後も各国で引き続き導入が進められ

ている。

先進国は緩和策に目を向けがちであり，途上国で

の適応策に対する関心は低いが，緩和と適応の双方

に効果のある対策の推進が今後ますます重要にな

るものと考える。

気候変動と食料安全保障

気候変動が世界の食料生産に与える影響につい

ては，前述のとおり，これまでも個々の研究とし

て報告されてきた。しかし気候変動が世界の食

料安全保障に与える影響についての包括的な国際

的議論の展開は日が浅い。 2008年6月に開催され

た iFAO世界の食料安全保障に関するハイレベ

ル会合J(High-Level Conference on World Food 

Security: the Challenges of Climate Change and 

Bioenergy)において，初めて気候変動とバイオエ

ネルギーの問題が食料安全保障の文脈で議論され

た。その後，食料価格高騰を受けて 2009年11月に

開催された「世界食料安全保障サミットJ(World 

Summit on Food Security)でも気候変動問題が扱

われた。そして前述の CFS一CCレポートが2012

年に発表されるに至っている。

同レポートでは一般的な勧告 (recommendation)

として以下の点が指摘されている。第 l点目として

は，食料安全保障と気候変動の問題の統合化であ

る。これに関しては，気候変動適応策及び緩和策に

関する研究や人材育成 (capacitybuilding)の重要

性の課題が提起されている。第2点目としては，食

料システムにおける気候変動の影響によるレジリ

アンス (resilience;回復力)の向上である。気候変

動適応策におけるリスクと脆弱性の評価の必要性，

農家レベルにおける気象予報情報の重要性，国レベ

ルでの気候変動適応策の計画及び実施の重要性等

の課題が提起されている。第3点目としては，食料

安全保障と調和する気候変動緩和に貢献する農業

生産戦略の推進である。この点に関しては，稲作地

域における水管理の向上等の課題が提起きれてい

る。第4点目としては，地域情報の収集，グローパ

ルな知見の共有化等である。生物物理学データの収

集促進，気候変動による脆弱性の高いコミュニテイ

及び地域等に関する情報の改善，気候変動が農業に

及ぼす影響に関するモデルの改善，閏を越えた地域

内もしくは地域間の気候変動適応策の技術及び知

見の共有化等の課題が提起されている。第5点目は，

適応策及び緩和策に関する政策決定プロセス及び、

実施における全ての関係者の参加の促進である。

さらに，同報告書は， CFSへの勧告として， 1) 

以上の5点の勧告を食料安全保障と栄養に関する

グローパル戦略フレームワーク (GlobalStrategic 

Framework for Food Security and Nutrition)に含

めること， 2)気候変動枠組み条約 (UNFCCC)

の活動に，食料安全保障の論点をより明確に再認識

させること， 3)気候変動及び食料安全保障に関す

る国際的なデータ収集の促進に向けた支援等を提

起した。

気候変動と食料安全保障に関する

FAOの新たな取組み

FAOでは 2011年 10月から， i気候変動下で

の食料安全保障事業J(AMICAF; Assessments 

of Climate Change Impacts and Mapping of 

Vulnerability to Food Insecurity under Climate 

Change to Strengthen Household Food Security 

with Livelihood' s Adaptation Approaches，以下

iAMICAFJと言う)を実施している。同事業は気

候変動による影響評価，適応策の実施そして気候変

動により生じる食料安全保障問題に各国の政策立

案者が的確に対応できる体制を整備することを目

的としている。 AMICAFは日本政府による拠出事

業であり， 2014年までフィリピン，ペルーを対象

固として実施する。

AMICAFの特徴は以下のとおりである。第1に

気候変動と食料安全保障をリンクさせ，包括的な影

響評価を行い，適応策の実施を行う総合的プロジ、エ

クトである点である。第2に，対象固において，地

域 (sub-national)レベルにおける気候変動影響評

価と家計レベルでの分析を行うとともに，これを

マッピングすることで対象国の政策担当者に，どの

地域が将来の気候変動により脆弱性が増すかを特

定することができる点である。この情報を基に，政

策担当者は今後，重点的に対応すべき地域を特定す

ることが可能となる。第3に， AMICAFでは，対

象国の政策担当者，科学者及び関係者が自らの力で

事業を実施・継続できるようトレーニングを十分に

行い，人材育成を行う点である。

AMICAFは，気候変動が農業生産に与える影響

評価(ステップ1)，気候変動が食料安全保障に与

える脆弱性分析(ステップ2)，気候変動適応策の

実証テスト(ステップ3)及び気候変動関連制度分

析・政策提言(ステップ4)から構成されている(図

1)。最終的には，対象固における成功事例を基に，
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他の国にも AMICAFの応用を図ることを目的とし

ている。

まず，ステップ1では，気候変動が農業生産に与

える影響について，気候ダウンスケーリングモデ

ル，作物生育モデル，水資源モデルそして経済モデ

ルを使用して，気候変動が農業生産に与える影響

について，様々なモデルを統合して総合的に評価

を行う。まず， GCMの将来気候予測及び時系列気

象データを用いて，気候ダウンスケーリングを行

う。この結果は，作物生育モデル及び水資源モデル

にリンクする。作物生育モデルでは，時系列単収

データ，作物パラメータ，土壌データ，技術変化率

等を用いて，将来の単収変化予測を行う。水資源モ

デルでは，時系列水使用量，時系列河川流量，土壌

及び土地使用，ダム等の各データを使用して，各河

川における流出量から濯減水使用可能量を予測す

る。以上のモデリングには，国レベルを対象に気候

変動による影響評価を行うための FAOの統合モデ

ルMOSAICCCMOdeling System for Agricultural 

Impacts of Climate Change)を使用している。

AMICAFでは各ステップの有機的なリンクを重

視しており，ステップ1の結果はステップ2のイン

プットとしてリンクする必要がある。後述するス

テップ2では気候変動が食料安全保障に与える影響

を家計レベルまでを対象として分析を行うため，マ

クロ経済データよりもミクロ経済データが有用に

なる。そのためAMICAFではMOSAICCの一般

均衡経済モデルの替わりに，県別の農産物市場を予

測する経済モデル(部分均衡需給予測モデル)を

新たに開発して MOSAICCと統合した。この経済

モデルは，単収予測及びi墓i既水の使用可能量を使っ

て，農産物市場への影響予測を県別に試算して注3

ステップ2の分析に活用される。

ステップ2では，気候変動による将来の食料安全

保障上の脆弱性の評価を行う。これは対象固におけ

る家計調査データを中心に，ステップ1からの結果

を活用して，将来の気候変動が家計レベルを対象と

した食料安全保障に与える影響についてミクロ経

済分析を行う。そして分析結果を活用して，将来の

気候変動による地域・県ごとの脆弱性を表したマッ

ピングを行う。フィリピンでは，かつての FAOの

事業である「食料安全保障地図化システムJCFood 
Insecurity and Vulnerability and Mapping System: 

FIVIMS)がフィリピン政府により継続されてい

る。これは，フィリピンにおける食料安全保障に関

する分野横断的な分析を促進するとともに，同国に

おける飢餓緩和加速計画の優先地域の特定にも活

用されている。ただしフィリビンの FIVIMSで

は地域の農地面積割合， GDPにおける農業のシェ

ア，貧困率，平均家計所得，失業率，低体重等がカ

バーされているが，将来の気候変動は考慮されてい

ない。 AMICAFでは既存の FIVIMSに気候変動に

よる農業・家計所得への影響を加えることで，将来

の地域ごとの脆弱性をマッピングする。これによ

り，政策担当者が地域ごとの脆弱性に応じた政策を

特定・重点化することが可能となる。 AMICAFで

は対象国をより詳細な行政区分等に分けてマッピ

ングを行うことにより，当該国政府における気候変

動関連政策に活用することを目的としている。

ステップ3では，ステップlから得られた気候変

動が農業に与える影響評価を利用し，ステップ2か

ら得られた気候変動が食料安全保障に与える脆弱

性のマッピングにより特定された地域を対象に，気

候変動適応策の実証テストを実施する。現在，フィ

リピンでは，南カマリネスナトICピコール地方)及

び北アグサン州(ミンダナオ島)を対象にしてい

る。具体的には，降水量の不足に備えて耐乾燥水稲

品種の試験的な栽培を行っているほか，高潮に備え

て耐塩性水稲品種の試験的な栽培を行っている。ま

た~墓瓶水の減少に備えて水の効率的な使用方法に

ついて実証事業を実施している。そして，農家経営

面では，将来の気候変動に対応できるように，農家

及び集落の農業所得を向上させるべく，より付加価

値の高い品種及び農法を導入し，農業経営構造の改

善を図っている。ステップ3で重要なことは，新規

のみならず既存の品種・農法・経営方法を導入・適

用することにより，より多くの「優良実践オプショ

ンJCgood practice options)をテストしこれをス
トックしておくことである。このように，こうした

オプションを数多く実践し地域及び集落ごとに適

合し，かつ気候変動対策にもなりうるオプションを

特定する。このことにより，将来の農環境の変化に

備えていく体制を国，地方政府，集落レベルで構築

していくことが可能となる。

ステップ4では，これまでのステップ1， 2及び

3から得られた知見及び情報を基に，気候変動関連

制度分析・政策提言を行う。このステップでは，ス

テップ3で集められた気候変動適応策の様々なオプ

ションを実証地域のみならず，ワークショップ等を

通じて，他の地域の集落及び農家にも普及させて

いく活動を行う。つぎに，将来の気候変動に備えて，

国，地域，集落及び農家レベルへの危機意識を促

し各段階で自発的な適応策を促す活動も行う。そ

して，気候変動と食料安全保障に関する政策的統合

と制度的メカニズムの向上に向けた政策誘導及び

提言を行う。さらには，ステップl及び2の影響試
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算で用いた経済モデルを活用して，様々な政策オプ

ションを想定してシミュレーシヨンを行い，その結

果を対象国における気候変動関連政策に活用して

いく予定である。

おわりに

気候変動は今後，世界の農業に対して影響を与え

るのみならず，世界の食料安全保障に対しでも脅威

となる可能性がある。こうした状況下， FAOは気
候変動と食料安全保障との関係についての包括的

なCFS一CCレポー トを発表し，多くの課題及び勧

告を提起した。さらに， 日本政府の拠出により気候

変動と食料安全保障の諸課題に対応する「気候変動

下での食料安全保障事業J(AMICAF)をフィリピ
ン及びペルーを対象固として実施している。

またAMICAFは前述のCFS一CCレポートに記
載されている多くの勧告事項に対応しており，挙げ

られた課題について対応すべく 対象国においてプ

ロジ‘エクトを展開している。

特に， AMICAFはステップlにおいて，気候変
動が農業生産に与える影響について，気候ダウンス

ケーリングモデル，作物生育モデル，水資源モデル

三鴻子~
AMICAFf:f 

| 気候変動関連制度分析・政策提 '-ノ
| 言(ステップ4)

L一一一一一圃圃圃

図1 AMICAFの各ステップ

ecc 

図2 気候変動が農業生産に与える影響評価モデルシステム
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そして経済モデルを使用して，気候変動が農業生産

に与える影響について，様々なモデルを統合して総

合的に評価を行っている。こうした統合モデルによ

る科学的根拠に基づく予測結果は， I早期警戒J的
な情報として対象国政府，地域政府，集落レベルに

対して発するとともに，この予測結果が「現実」の

ものとならないように，現地レベルで適応策を中心

とした気候変動対策を講じていくことが重要であ

る。さらに，これを押し付けでなく，当該国の政府，

地方政府，集落のリーダーのみならず住民全体で自

主的に将来の気候変動に対応していく体制を構築

していくことが極めて重要であると考える。

注

注 1 1996年に FAOで開催された「世界食料サミッ

ト首脳宣言・行動計画jでは， I全ての人々が，い
かなるときも，活発で主健康的な生活をおくるため

に，その必要とする基本食料に対し，物理的にも

健康的にもアクセスできることを保障されている

ことJを指す。
注2 日本の「食料安全保障」の概念は， I予想できな
い要因によって食料の供給が影響を受けるような

場合のために，食料供給を確保するための対策や

その機動的な発動のあり方を検討しいざという

ときのために日頃から準備をしておくことJであ
る8)。

注3 フィリピンのケースでは，稲(濯i既水)，稲(天
水)及びトウモロコシを対象に 80県における単収，

農業生産量，土地使用(収穫面積)の他に，生産

者価格，卸売価格，小売価格，需要量，輸入量及

び期末在庫量までが算出される。
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